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はじめに
　労働組合法第7条によって禁止された使用者の不当労働行為については，行
為の相手方である労働組合または労働者は都道府県労働委員会に救済の申立て
をすることができ，同委員会は申立てを審査して不当労働行為の成否を判定し，
救済命令や棄却命令などの命令を発する。そして，同委員会の命令については，
不服のある当事者は中央労働委員会に再審査を申し立てることができ，同委員
会は，初審命令を維持する（再審査申立てを棄却する）か，同命令の全部また
は一部を取消して救済申立てを全部または一部棄却する命令ないしは救済方法
を変更する命令を発する。
　中央労働委員会による不当労働行為事件の再審査手続については，労働委員
会規則（以下，「労委則」）において，民事訴訟の控訴手続と同様の文言で，不
利益変更の禁止が規定されている。ところが，都道府県労働委員会による初審
の命令については，不服のある当事者は行政訴訟を提起することも可能であり，
また，救済命令における救済方法については労働委員会には専門的行政機関と
しての裁量権が認められてい’る。これらのことから，上記の不利益変更禁止原
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則については，不当労働行為救済手続特有の難解な実務的問題が発生する。こ
の小論は，不当労働行為再審査における不利益変更禁止原則をめぐるそれらの
実務的問題を最近の事件を例にして具体的に明らかにしたうえ，それら問題の
妥当な処理の仕方を，民事訴訟における不利益変更禁止原則の考え方を参考と
しつつ，不当労働行為救済手続の特色に即して考察しようとするものである。
1．不当労働行為の救済手続（初審）
　まず，労働組合法および労働委員会規則に規定されている不当労働行為の救
済手続の構造を概説する。
　a）　労働委員会による不当労働行為の救済手続は，申立てによって開始する
（労組法27条1項）。不当労働行為の救済申立ては，申立人（不当労働行為を
行われたと主張する労働組合または労働者）または被申立人（不当労働行為を
行ったと主張される使用者）の住所地または不当労働行為が行われた地を管轄
する都道府県労働委員会に対して行うω。
　不当労働行為の場合には，労働基準法，労働安全衛生法，最低賃金法などの
労働保護法規の違反とは異なり，行政機関がそのイニシアティブで監督権限を
行使して是正措置を発動することは行われえず，不当労働行為をなされた者が
救済を求める限りで，その是正のための行政介入を行いうることとされている。
そのような「申立主義」の帰結として，申立ての取下げがあれば，申立ては初
めから係属しなかったこととなり（労委則34条4項），また，労働委員会によ
る不当労働行為審査の対象も申立ての範囲（申立てにおいて示された「不当労
働行為を構成する具体的事実」，労委則32条2項3号）に限定され，労働委員
会は救済を申し立てられていない事実について命令を出すことはできない。
　このように，労働委員会による不当労働行為の救済については，民事訴訟に
おける処分権主義と同様の申立主義がとられている。しかし，処分権主義と大
きく異なるところとして，申し立てられた事実の存在と不当労働行為該当性と
が認められる場合には，救済方法については，労働委員会は，専門的行政機関
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として「事案の内容に応じた適切な命令」を定める裁量権があるので（第二鳩
タクシー事件・最大判昭52・2・23民集31巻1号93頁），申立てにおいて請
求される救済方法には拘束されず，労働委員会が独自に定めることができる。
　b）「労働委員会は，使用者が第7条の規定に違反した旨の申立てを受けた
ときは，遅滞なく調査を行い，必要があると認めたときは，当該申立てが理由
があるかどうかについて審問を行わなければならない。」（労組法27条1項）。
こうして，不当労働行為の審査手続は，「調査」の手続と，「審問」の手続から
なることとなる。調査においては，当事者の事実関係および法律適用に関する
主張を整理して争点を明確にし，当事者による立証（書証提出，証人尋問）の
計画（証人の採否，尋問の期日・時間・順序）を定ある。
　審問については「当該使用者及び申立人に対し，証拠を提出し，証人に反対
尋問をする充分な機会が与えられなければならない。」とされており（労組法
27条1項），通常，交互尋問方式の証人尋問が行われる。審問は公開される
（労委則41条の7第2項）。また，「労働委員会は，審査の途中において，いつ
でも，当事者に和解を勧めることができる。」ので（労組法27条の14第1項），
和解の可能性を探ったり，和解を勧めたり，和解のたあの合意形成を図る作業
も，調査期日として行われる。
　c）不当労働行為の審査は，労働委員会を構成する公労使三者委員の中の公
益委員のみで行う権限とされ（労組法24条1項），審査の手続は会長が一人ま
たは数人の公益委員に行わせることができる（労組法24条の2第5項）。実際
上は，会長の指名を受けた公益委員が審査委員として調査，審問の手続を遂行
し（労委則37条1項），それら手続が終結したのちには，公益委員全員が参加
する公益委員会議（2）で合議が行われる（労組法24条の2第4項）。ただし，
審査委員が主宰する審査手続については，会長が指名する労使委員（労働者委
員，使用者委員）が参与する（労組法24条1項但書，労委則41条の2第5項）。
これらの労使委員は，調査，審問においては，審査委員の指揮の下に当事者に
対して発問することができ，また合議の冒頭において不当労働行為の成否等に
ついて意見を述べることができる（労組法27条の12第2項）。実際には，調
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査・審問は，審査委員と労使参与委員が審査委員の主導のもとで協議をしつつ
遂行される。そして，労使委員は，和解の作業において対立の厳しい不当労働
行為の紛争において当事者の本音を引き出し，譲歩を説得するうえで大きな役
割を果たしている。
　平成16年には，審査の迅速化と的確化を図る見地から労働組合法が改正さ
れた。改正法は，調査において争点と証拠を整理し，証人尋問の計画を明らか
にして，それらを「審査の計画」として定めなければならないとした（労組法
27条の6）。また，当事者・証人に対する出頭命令および物件提出命令の権限
を規定して（労組法27条の7），審査・判定を行う公益委員（会議）の権限を
強化した。このような審査手続の強化に対応して，審査の公正さを担保する観
点から公益委員の除斥・忌避の制度を設けた（労組法27条の2～27条の5）。
さらに，従来事実上行われていた和解について，法律上の根拠規定を設け，そ
の効力を明らかにした（労組法27条の14）。
　d）「労働委員会は，事件が命令を発するに熟したときは，事実の認定をし，
この認定に基づいて，申立人の請求に係る救済の全部若しくは一部を認容し，
又は申立てを棄却する命令（以下，「救済命令等」という）を発しなければな
らない。」（労組法27条の12第1項）。審問が終結したのちに行われる合議に
おいて公益委員会議が判断すべき内容は，不当労働行為であるとして申し立て
られた事実について，当該事実が認められるか（事実の認定），認められる場
合には当該事実が労組法7条各号に定める不当労働行為に該当するといえるか
（事実の評価による不当労働行為の成否），いえる場合には救済方法をどのよう
に定めるか，というものである。ただし，当事者適格の欠如，申立期間（不当
労働行為がなされたときから1年間）の徒過など，申立て要件の不備による申
立ての却下もあり得る。救済命令等は，書面によるものとし，写しを使用者及
び申立人に交付しなければならない（労委則43条・44条）。
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2．初審命令に対する再審査手続
　a）　労働委員会による不当労働行為事件の審査については，都道府県労働委
員会による初審と中央労働委員会（以下，「中労委」）による再審査という二審
構造が取られている。すなわち，都道府県労働委員会の救済命令等に不服のあ
る当事者は，中労委に対し再審査を申し立てることができる（労組法25条2
項・27条の15）。この申立ては命令の効力を停止せず，命令は，中労委が再審
査の結果取り消したときに限りその効力を失う（同27条の15第1項）。ただ
し，救済命令の違反に対する制裁は，当該命令が確定して初めて適用されるよ
うになっているので（労組法28条，32条），使用者が初審の救済命令につい
て中労委へ再審査を申し立てれば，制裁規定の適用を先延ばしにすることがで
きる（3）。再審査の申立ては，都道府県労委の命令の交付を受けた日から原則と
して15日以内にしなければならない（労組法27条の15第1項）。
　b）初審の申立人が初審の却下決定または棄却命令に対し再審査申立てをす
る場合には，再審査申立てにおいて請求しうるものは，初審の却下決定または
棄却命令の取消しまたは変更である。また，初審申立人が初審の救済命令に対
して再審査を申し立てる場合には，再審査申立で請求しうるものは，初審の救
済命令の取消または変更である。これに対し，初審の被申立人が再審査を申し
立てる場合には，申立てにおいて請求しうるものは救済命令の取消しまたは変
更である。なお，再審査は，中労委の職権によっても行うことができるとされ
ているが（労組法25条2項），これまでのところ実例はなく，再審査は当事者
の再審査申立てがあった場合にのみ行うという運用となっている。
　c）再審査の手続については，初審手続が準用されており（労組法27条の
17，労委則56条1項），調査，審問を経て，和解による事件終了の場合を除き，
合議が行われて不当労働行為の成否の判断がなされる。ただし，中労委は，初
審の記録および再審査申立書その他の当事者から提出された書面などにより命
令を発するに熟すると認めるときは，審問を経ないで命令を発することができ
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る（労委則55条2項）。
　再審査は，初審の審査資料を継承しつつω，再審査で新たに収集された資料
を加えて，再審査申立ての当否（不当労働行為の成否と救済命令の当否）を審
査するものであり，覆審ではない。基本的には民事訴訟の控訴審と同様の続審
と理解できようが⑤，続審的性格を併せもった事後審であるとの説⑥もある。
3．問題の所在
　中労委による再審査の権限については，労働組合法は，中労委は都道府県労
委の救済命令等の「処分を取り消し，承認し，若しくは変更する完全な権限を
もつて再審査し，又はその処分に対する再審査の申立てを却下することができ
る」（労組法25条2項）と規定している。そして，労委則は，「再審査は，申
し立てられた不服の範囲において行う。ただし，不服の申立ては，初審におい
て請求した範囲を超えてはならない。」（労委則54条1項），「中労委は，再審
査の結果，その申立てに理由がないと認めたときにはこれを棄却し，理由があ
ると認あたときには都道府県労委の処分を取り消し，これに代わる命令を発す
ることができる。ただし，初審の救済命令等の変更は不服申立ての限度におい
てのみ行うことができる。」（労委則55条1項）と規定している。これらの規
定から，中労委の再審査の権限の範囲については，より子細には次のような論
点が生じる。
　まず，「再審査は，申し立てられた不服の範囲において行う。」との規定にお
ける「申し立てられた不服の範囲」とは何かである。たとえば，初審が，使用
者による組合活動家の解雇を労組法7条1号の不当労働行為と認め，原職復帰，
バックペイおよび同種の行為を今後はしない旨を表明する文書の交付を命じる
救済命令を発したとする。そして，使用者が，解雇は不当労働行為に該当しな
いと主張して再審査で原職復帰，バックペイの救済方法の取消を求めたが，文
書交付の救済方法については取消を求あていないとする。このような再審査申
立て事件において，中労委が，不当労働行為は成立するが，その救済方法とし
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ては原職復帰とバックペイのみが適当であり，文書交付まで命じるのは適切で
なく，その部分は取り消すのが適当と考える場合に，これを行えるであろうか。
「申し立てられた不服の範囲」を民事訴訟の「請求の趣旨」のようにみれば，
使用者が取消を求めているのは原職復帰とバックペイという救済方法のみであ
るから，文書交付の救済方法の適否は再審査の対象とならないこととなるが，
前述の通り，不当労働行為が成立する場合の救済方法については，労働委員会
には事案の内容に即してこれを定める裁量権があるので，「申し立てられた不
服の範囲」をそのように救済方法に即してみるのは適切ではない。結局，「申
し立てられた不服の範囲」とは，初審で救済が求められた不当労働行為の事実
（労委則32条2項に申立書の必要記載事項として掲げられている「不当労働行
為を構成する具体的事実」）に即してみるべきであり，そのような事実が複数
ある初審事件につき，当事者がその一部についてのみ初審の不当労働行為の成
否を争って再審査を申し立てた場合には，再審査の範囲は再審査が申し立てら
れた事実に限られるという，初審と同様の申立主義を言い表したものと解釈す
べきである。これを「再審査における申立主義」と称しておく。
　同様に，救済方法に関する労働委員会の裁量権にかんがみれば，前述の「た
だし，不服の申立ては，初審において請求した範囲を超えてはならない。」（労
委則54条1項但書）との規定における「請求した範囲」とは「請求した［救
済方法の］範囲」と解すべきではなく，「［救済を］請求した［事実の］範囲」
と解すべきこととなる（7）。すなわち，同規定は，初審申立てにおいて救済を求
めなかった不当労働行為の事実については，再審査申立てにおいても救済を求
め得ない，ということであって，前述の「初審における申立主義」の再審査に
おける帰結を明らかにしたものと解することができる。
　「救済を請求する不当労働行為の事実」と「請求する救済方法」とを分離し，
前者については初審においても再審査においても申立主義を貫きつつ，後者に
ついては初審・再審査を通じて労働委員会の裁量権に属する事項であって申立
主義が妥当しないという，不当労働行為再審査の独特の構造からは，再審査の
権限については，民事訴訟における控訴審の権限とは大いに異なるひとつの帰
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結が生じる。それは，使用者のある行為（例えば組合役員の解雇）を不当労働
行為と主張しての救済申立てにっき，不当労働行為の成立は認めたが，組合が
請求する救済方法の一部（例えば原職復帰）しか認めず，他の方法（たとえば，
バックペイ）は認めなかった初審救済命令について，組合が救済方法の不十分
さを主張して再審査を求める事件では，再審査の範囲は，当該不当労働行為の
申立て事実に関する初審判断そのものであり，当該事実に関する救済方法の適
法性のみならず不当労働行為の成否も判断の対象となる，という帰結である（8）。
　ただレ，他方で，労委規則は，上記のとおり，「ただし，初審の救済命令等
の変更は不服申立の範囲の限度においてのみ行うことができる。」（55条1項
但書）と，民事訴訟の控訴審と同様の不利益変更の禁止を規定しているが，こ
の再審査における不利益変更禁止の規定は，上記の「救済を請求する不当労働
行為の事実」については申立主義を貫きつつ「請求する救済方法」については
労働委員会の裁量権を貫徹させるという再審査の構造との関係で，困難な問題
を生じさせることとなる。この困難な問題を紹介し論じるのが本稿の目的であ
るが，その問題は，初審の不当労働行為事件の命令については取消訴訟も可能
であり，同一ないしは関連する複数の不当労働行為事実に関する初審の判断・
命令につき，一方当事者は再審査を申し立て，他方当事者は取消訴訟を提起す
るという事態がしばしば生じることによって，一層困難となるので，不当労働
行為事件に関する再審査と行政訴訟の関係についても説明しておくこととする。
4．不当労働行為事件命令に対する行政訴訟
　都道府県労委による命令（救済命令，棄却命令）または却下決定に対しては，
これに不服のある当事者は，中労委に再審査を申し立てるほか，行政庁の処分
として行政事件訴訟法に定める取消訴訟を提起することができる。ただし，労
組法は，取消訴訟の提起を使用者が行う場合と，労働者ないし労働組合が行う
場合とで，出訴期間や再審査申立との関係について取扱いを大きく変えている。
　使用者については，「再審査の申立てをしないとき・・救済命令等の取消し
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の訴えを提起することができる。」（労組法27条の19第1項）と規定されてい
るので，再審査申立てと取消の訴えのいずれかのみを行うことができる。そし
て，取消の訴えは，「救済命令等の交付の日から30日以内に」すべきものとさ
れている（9）（同項）。これに対して，労働者または労働組合については，再審
査申立てと取消の訴えの二者択一は規定されておらず，再審査申立てと取消の
訴えの双方を並行して行うことができる。また，取消の訴えの出訴期間につい
て，労組法上の特則は規定されておらず，行政事件訴訟法上の一般規定である
「処分があつたことを知つた日から6箇月以内」（行訴法14条1項）に提起す
ればよいとされている。
　なお，取消の訴えの被告は，救済命令等を出した労働委員会が所在する地方
自治体（都道府県）であるが，初審手続の相手方当事者（使用者，労働者また
は労働組合）は被告に補助参加（民訴法42条）するのが通例である（1の。
　以上は初審の救済命令等に対する取消の訴えについてであるが，中労委の再
審査の救済命令等についても，それに不服のある当事者は取消の訴えを提起で
き，その出訴期間は初審命令についてと同様に，使用者の場合は30日以内，
労働者または労働組合は6ヶ月以内である。そこで，同一事件に関する初審の
命令に対する取消の訴えと中労委の命令に対する取消の訴えの関係が問題とな
りうるが，これについては，中労委の救済命令等が出されたときは，「中央労
働委員会の救済命令等に対してのみ，取消しの訴えを提起することができる。」
と規定されているので（使用者につき労組法27条の19第2項。同条3項でこ
れを労働組合又は労働者の提起する取消しの訴えに準用），初審の命令に対し
ては取消の訴えを提起することができなくなる。そこで，労働組合または労働
者が取消の訴えと再審査申立てを並行して行っている場合で，再審査につき中
労委が命令を出したときには，当該労働組合または労働者が提起していた初審
命令に対する取消の訴えは，不適法として却下されることとなる。
　これに対して，ある不当労働行為事実に関する初審・都道府県労委の救済命
令につき，使用者は不当労働行為不成立と主張して取消しの訴えを提起し，労
働組合（労働者）は救済方法の不十分さを主張して再審査を申し立てた場合で，
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取消訴訟において不当労働行為成立の判断となって救済命令が支持されこれが
確定した場合には，中労委は当該救済命令について「再審査をすることができ
ない」とされ（労組法27条の16），労働組合による再審査申立ては却下され
る。こ典は，救済命令がそれに対する行政訴訟において支持されて確定すれば，
刑罰を科されうる状態となるので，法的安定性のためには同一の救済命令につ
いての再審査をさせるべきでないとの考慮による。
　これについては，「藤田運輸事件」と称される裁判例があり，そこでは，初
審命令は，組合員の解雇につき不当労働行為であるとして原職復帰は命じたが，
当該組合員にも非があったとして解雇されてから命令交付時までのバックペイ
とポスト・ノーティスを認めなかった。この初審命令につき，使用者は不当労
働行為不成立と主張して取消しの訴えを提起したが，第一審で請求棄却となり，
控訴審，上告審でも敗訴した。他方，組合は，上記のバックペイとポスト・ノー
ティスを認めなかったのは裁量権の誤りであると主張して中労委に再審査を求
めていたが，再審査中に使用者による取消訴訟における使用者の上告棄却の判
決があった。そこで，中労委は，組合による再審査申立てにつき，救済命令が
確定判決によって支持されたので上記の労組法の規定（労組法27条の16，当
時27条10項）により再審査をなしえなくなったとして，再審査申立てを却下
した（11）。組合は，この却下決定につき，再審査では不当労働行為の成立を前提
としてバックペイとポスト・ノーティスを命じるべきか否かだけを検討すれば
よいのだから，確定判決と何ら矛盾することにはならず，従って中労委は再審
査をなし得るし，なすべきであると主張して，取消の訴えを提起した。しかし，
第一審は組合の取消請求を棄却し，控訴審も組合による控訴を棄却した（12）。
　この事件での直接の法的問題は，中労委が再審査をなしえなくなる場合とし
て規定されている，「［救済命令が］確定判決によつて・・支持されたとき」の
意義であるが，その問題を決するうえで中心的な争点となったのが，使用者が
不当労働行為の不成立を主張して当該救済命令の取消の訴えを提起し，他方，
組合が救済方法の不十分さを主張して再審査を申し立てた場合の，再審査の対
象事項であり，当該救済命令における救済方法の当否に限定されるのか，当該
一190　一
不当労働行為事件の再審査における不利益変更禁止の原則について
救済命令に係る不当労働行為の成否にも及ぷのか，であった。これについて，
控訴審の東京高裁判決は，「この再審査及び行政訴訟のいずれにおいても，当
該不当労働行為の存否及び救済命令の適否について審理され，初審命令の適法
性，相当性について判断されるものである」と判示した。ただし，再審査につ
いては，他方で，不利益変更禁止の原則があることを考慮し，「この場合，再
審査においては，労働組合・・の不服申立ての限度において初審命令を変更す
るか，申し立てを棄却して初審命令の全部を支持する再審査命令を発すること
とな」る，と付け加えている。
5．ある再審査事件に現れた問題例
　藤田運輸事件の事例は，不当労働行為の再審査における不利益変更禁止の原
則が，救済命令が確定判決によって支持された場合の再審査の対象事項の範囲
いかんとの関係で問題とされたものである。これに対して，不利益変更禁止の
原則そのものが再審査で直接，正面から問題となることは，従来，実際上は，
殆どなかった。
　しかし，最近，この原則をいかに適用すべきかが正面から問題となった事件
が現れた。それは，平成20年7月2日に中労委第二部会の命令交付となった
福岡大和倉庫・日本ミルクコミュニティ事件である（13）。
（1）事件の内容と経過
　a）　この事件では，初審の被申立人であるA社は，全国に6事業部，11支
店，13工場を有し（従業員約1，900名），牛乳や乳製品の製造販売を行う会社
であり，同じく初審の被申立人であるB社は，A社の福岡工場の製品出荷の
ための荷役業務（製品の出荷のための仕分け等）の委託を受けて，同工場内で
同業務を遂行する，同工場の専属下請会社（従業員数約60名）である。そし
て，初審の申立人であるX労組は，福岡県内に6支部を有する地域合同労組
であり，B社の従業員26名を組織し，それらをX労組のB社分会としている。
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この事件は，A社によって委託料金の単価3．55円を平成17年度内に3段階で
2．90円までの引下げを求められたB社が，もはや事業の採算がとれず，退職
金を支払えるうちに事業を止めるしかないとして会社を解散し，従業員を全員
解雇したことに端を発する。X労組はこの過程でB社に対して会社解散を思
いとどまるように交渉し，「今后，3ヶ月間は会社存続について話し合う」と
の確認書をとったが，B社はA社との単価交渉において譲歩を一切拒否され
たことに失望し同確認書に反して解散に踏み切った。そこで，X労組は，　B社
に対して抗議するとともに，A社に対して組合員の雇用確保等に関する交渉
を申し入れたが，交渉を行うべき立場にないとして拒否された。そして，A
社は，従来B社に委託していた荷役業務を新たにR社に委託し，R社は，2．60
円の単価で，同業務を開始した（この際に，R社は，業務遂行に必要であると
して，B社の元従業員のうちの非組合員であるリーダー2名を雇い入れた）。
　そこで，X労組は，　A社とB社を相手として，福岡県労委に不当労働行為
の救済の申し立てを行った。申立て事実としたのは，①A社とB社が通謀し
てX労組を壊滅させるためにB社の偽装解散とその従業員の全員解雇を行っ
たこと，②A社とB社が解雇された従業員の雇用確保をしなかったこと，③B
社が確認書に反して会社存続に関する交渉を継続しなかったこと，④A社が
組合員の雇用確保等に関する団体交渉を拒否したこと，等である。請求した救
済は，①につき組合員の原職復帰・バックペイ，②につき組合員らの雇用の確
保，③につき会社存続に関する団交応諾，④につき組合員の雇用確保に関する
団交応諾，①～④につきポスト・ノーティス，等である。
　福岡県労委は，B社に対する申立てについては，　B社の解散は下請代金の切
り下げによるものであって，B社には解散・全員解雇につき不当労働行為意思
は認められず，解雇された従業員の雇用確保についてもなし得る努力は行って
いるとして，①と②の申し立てを棄却したが，③の申立て事実については，B
社が確認書に反して交渉を打ち切って解散に踏み切ったことは確かなので，団
交拒否（労組法7条2号）の不当労働行為の成立を認め，B社に対してX労
組への陳謝の意を表す文書の交付を命じた。また，A社に対する申立てにつ
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いては，A社はB社に対して下請け単価の引下げを要求したにすぎず，　B社
の解散・全員解雇に関するX労組排除のための通謀の事実は認められないと
して，①の申立てを棄却し，解雇されたB社従業員について使用者の立場に
ないとして組合員の雇用確保措置に関する②の申立ても棄却した。しかし，④
の組合員の雇用確保等に関する団交要求については，新たな委託先に対して事
実上の影響力を行使できる立場にあり，その限りで使用者の立場にあるとして，
団交拒否の不当労働行為の成立を認め，陳謝文の交付を命じた（14）。
　b）B社は，福岡県労委の陳謝文交付の命令を履行した。これに対して，A
社は，組合員の雇用確保等に関する団交申入れに応じるべき「使用者」として
の立場にはない，と主張して，陳謝文交付命令の取消を求めて，福岡地裁に行
政訴訟を提起した。
　他方，X労組は，福岡県労委の上記命令中，申し立てを棄却した部分（①，
②）について，再審査を申し立て，併せて，不当労働行為の成立を認めた③，
④の交渉拒否について，陳謝文の交付のみで団交そのものを命じなかったのは
違法であると主張して，再審査を申し立てた。
　c）　中労委は，X労組のこれら再審査申立てについて審理したが，その途
中でB社についてはB社による破産申立てがなされた後，裁判所の破産廃止
決定がなされ確定した。そこで，中労委は，B社（および，破産申立てにより，
被申立人として追加した破産管財人）に対する救済申立てについては，初審命
令を取消し，同申立てを却下した（15）。
　これに対して，A社に対する再審申し立てについては，中労委は，　B社の解
散・全員解雇と雇用確保措置に関する救済申立て（①および②）に対して，初
審同様に，A社には不当労働行為意思は認められないと判断して，　X労組の
再審査申立てを棄却した。
②　不利益変更禁止原則を適用すべきか否かの具体的問題
　a）　問題は，組合員の雇用確保等に関するA社の団交拒否に関する救済方
法の不十分さを主張しての④の再審査申立ての取扱いであった。中労委は，こ
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の再審査申立てにおける再審査の対象範囲（労委則54条）については，藤田
運輸事件東京高裁判決によって支持されている再審査における申立主義に関す
る前記の解釈的立場をとって，救済方法の当否だけではなく，当該救済命令に
係る申立て事実（A社が組合員の確保等に関する団交申し入れを使用者の立
場にないとして拒否したこと）に関する不当労働行為の成否そのものも対象範
囲に入るとの立場をとった。かくして，審査計画においては，不当労働行為の
成否に関する争点（特にA社の使用者性）をも明示して審理を行った。その
結果，初審の判断には反して，組合員の雇用確保等に関する団交についてA
社が使用者としての立場に立つとはいえないとの結論を得た（’6）。すると，問
題は，そのような判断に基づいて初審の救済命令（陳謝文交付）を取り消すべ
きか否かであって，これについては，「初審の救済命令等の変更は，不服申し
立ての限度においてのみ行うことができる。」（労委則55条1項ただし書）と
の不利益変更禁止原則との関係が問題となったのである。
　A社による組合員の雇用確保等に関する団交の拒否については，組合は，
初審の不当労働行為（労組法7条2号）成立との判断を前提に，陳謝文の交付
のみならず団交そのものをも命じるべきであるとして再審査を求めている。他
方，A社は，この不当労働行為成立との判断については，再審査を求めるの
ではなく，行政訴訟で争ってその是正を求めている㈹。中労委は，このよう
な状況においては，組合も会社も求めていない初審救済命令の取消しはすべき
でないと考え，X労組の再審査申立てを棄却するにとどめた。その下りは次
のとおりである。
　「初審命令は，・・A社は雇用確保等に関する団体交渉に関し，分会員（注，
X労組員）に対し労働組合法第7条の使用者に当たるので，同社が団体交渉
に応じなかったのは労働組合法第7条第2号及び第3号の不当労働行為に該当
すると判断して，同社に文書交付を命じたが，・・A社は同団体交渉に関して
分会員らに対して同条の使用者に該当するということはできない以上，当該判
断は失当であるといわざるを得ない。
　しかしながら，本件のこの部分に関する再審査申立ては，組合が文書交付の
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救済方法としての不十分さを主張したものであるところ，労働委員会規則第
55条第1項ただし書は再審査における不利益変更を禁止していること，そし
て，A社は本件初審命令につき再審査申立てをしていないことにかんがみて，
当該同社に対する文書交付命令を取り消すことはしないことにする。」
　c）　以上のように本件の再審査命令は，初審の一部救済命令について，組合
が救済の拡張を求めて再審査を申し立てた場合，同申立ては，単に当該救済内
容の当否について行われているばかりではなく，その基礎となる救済申立て事
実自体についても行われているとみるのが相当であるから，使用者が当該命令
に対して再審査を申し立ててない場合であっても，再審査の対象範囲（労委則
54条）については，救済方法の適否のみならず，不当労働行為の成否も対象
範囲に入るとの立場をとった。そのうえで，不当労働行為の成否を判断した結
果，不当労働行為自体が成立しないと判断したが，再審査命令の主文としては，
再審査における不利益変更禁止の規定（労委則55条1項ただし書）および使
用者が再審査申立てをしていないことを考慮して初審の一部救済命令は取り消
さず，組合の再審査申立てを棄却するにとどめることとした。このような処理
は，再審査の対象範囲を初審における不当労働行為申立て事実に即して理解す
る立場（申立主義の立場）を貫徹せず，不利益変更禁止原則を優先させたもの
と評することができよう。
　問題は，このような処理が，法理論的にみて妥当か，どのように正当化され
るか，である。項を改めて若干の考察を施したい。
6．再審査における申立主義と不利益変更禁止原則との優劣
　a）　民事訴訟の控訴審における不利益変更禁止原則の趣旨や帰結については，
民事訴訟法学において様々な考え方があり，それらの整理の仕方も様々である
が（ls），それらを，「本質説」と「政策説」の対比を基本として，次のように理
解しておくことができよう（19）。
　すなわち，控訴審における不利益変更禁止原則の趣旨については，一方にお
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いて，「控訴審における処分権主義の表れ」と理解する「本質説」があり，従
来からの通説とされる。これに対比されるのは「政策説」であり，「上訴人が
上訴をしても原判決以上の不利益を受けないという保障を与えることにより上
訴権の行使を容易にする」という政策的配慮に出たものと説明する。「政策説」
は，実務家の論考から発して学者によって理論化されている近年の有力説とさ
れている。そして，最近では，控訴人が原判決以上の不利益を受けないという
保障は附帯控訴の制度がある以上存在せず，「政策説」の説明は成り立ちがた
い，としつつも，「本質説」がいう「控訴審における処分権主義」（控訴審の審
理は「当事者が第一審判決の変更を求める限度においてのみ」行うとする原則，
民訴法296条1項）は，第一審における処分権主義（申立主義）とは異なり，
被控訴人の控訴（または附帯控訴）をしなかったという態度（自由の行使）に
着目して理解すべきであるとしたうえ，被控訴人の上訴をしない自由の行使の
故に控訴人に不利益な変更は許されないのだ，と説く学説（2°）（便宜上，仮に
「新本質説」と呼んでおく）も生じている。「新本質説」はさらに，公益性があ
る事件類型では相手方の上訴をしないという自由は保障されず，不利益変更禁
止原則も制限される，とも説くω。
　以上の議論を，控訴審における不利益変更禁止原則（同法304条）と控訴審
の処分権主義との関係としてみると，「本質説」は，前者の不利益変更原則を
後者の処分権主義とできるだけ一致させて理解しようとしてきた考え方でもあ
る。しかし，処分権主義からは説明しにくいケースにおいて不利益変更禁止の
原則を適用する場合があることが裁判例上明らかとなり，両者は別個の原則で
あって，不利益変更禁止原則には処分権主義とは峻別された独自の機能がある
ことが認められている㈱。
　b）民事訴訟の控訴審における不利益変更禁止原則に関する以上の議論のう
ち，不利益変更禁止原則を処分権主義とは別個の政策的な考慮による原則と理
解し，控訴人と被控訴人の控訴をめぐる選択の状況に照らして同原則を働かせ
るべきか否かを決するという考え方，および，同原則は公益に関わる事件類型
には適用すべきでないという考え方は，参考になる㈱。これらの考え方を不
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当労働行為事件の再審査における不利益変更禁止原則に応用して，若干考察し
てみよう。
　再審査における不利益変更禁止原則の適用について難問となるのは，前項で
みた福岡大和倉庫・日本ミルクコミュニティ事件のように，労働組合の不当労
働行為の救済申立てにつき，初審で不当労働行為成立の判断がなされたが，救
済方法については組合の求めたものの一部しか認めない部分救済の命令を発し
たケースにつき，組合が救済方法の拡張を求めて再審査を求める場合である。
　このような場合であっても，使用者も初審の不当労働行為成立の判断を争っ
て再審査を申し立てることが多く，そのようなケースでは，組合の再審査申立
てと使用者の再審査申立てとは併合されて，再審査は，使用者の求める不当労
働行為の成否と，組合の求める救済方法の適否との双方に亘って行われること
となる。したがって，再審査において不当労働行為不成立の判断となれば，中
労委は，初審の救済命令を取り消して組合の救済申し立てを棄却したうえ，組
合の再審査申し立てを棄却することとなる。
　問題は，上記の場合とは異なり，使用者が初審の不当労働行為成立の判断に
対して再審査を申し立てないケースで生じる。このケースでも，使用者が同判
断を行政訴訟で争うこととして，地裁に救済命令の取り消しを求める場合と，
初審命令を争わずそれに従うこととする場合とがあり得る。福岡大和倉庫・日
本ミルクコミュニティ事件においては，A社が，組合員の雇用確保等につき
団交しなかったことについての陳謝文の交付を命じる救済命令取消訴訟で争う
という前者の途を選択し，B社は，救済命令に従うこととして再審査申立てを
しないという後者の途を選択した。
　いずれの場合にも，前述の「再審査の申立主義」によって，再審査の対象事
項の範囲（労委則54条）には，当該救済命令における救済方法の適否のみな
らず，同命令に係る申立て事実に関する不当労働行為の成否も入ることとなる。
そこで，救済方法のみを争う再審査申立てにおいても不当労働行為の成否その
ものも再審査されるので，再審査の結果，不当労働行為不成立との判断ともな
りうる。そのような判断となった場合には，救済命令を取り消して，組合の救
一197一
法科大学院論集　第6号
済申立てを棄却すべきか否かが，再審査における不利益変更原則との関係で問
題となるのである（24）。
　この問題について，福岡大和倉庫・日本ミルクコミュニティ事件の中労委命
令は，前述のとおり，不利益変更原則の存在と使用者が不当労働行為の成否を
取り消し訴訟で争って再審査を求めなかったことにかんがみて，救済命令取消
し・救済申立て棄却を行わず，組合の再審査命令を棄却するにとどめたのであ
る。これは不利益変更禁止原則を申立主義に優先させた判断であるが，そのよ
うな判断は，不利益変更禁止原則を申立主義とは別個に，再審査申立人と被申
立人双方の利害に関する政策的な考慮に基づいて適用されるべき原則と理解す
ることで，正当化されることとなろう。
　すなわち，福岡大和倉庫・日本ミルクコミュニティ事件では，X労組は初
審の不当労働行為成立の判断を前提としつつ，救済方法の拡張を求めているの
であるから，救済方法としての不適切さはないとして再審査申立てが棄却され
ることはあっても，不当労働行為不成立として初審救済命令を取り消されてし
まうことは，自己が求めていない大きな不利益を負わされることとなる。中労
委としては，そのような取扱いは「再審査における申立主義」からは論理的に
可能であるとしても，実際的には逡巡されるものである。しかも，A社とし
ても，初審の不当労働行為成立の判断を行政訴訟で争ってその救済命令の取消
を実現しようとしているのであるから，再審査による取消を期待してはいない
と考えられる。このような当事者の利害状況を考えると，同事件のA社に対
する救済命令については，中労委のように，組合の再審査申し立てを棄却する
にとどめることが，政策的に妥当な処理であるといえよう。
　これに対して，初審の救済命令を使用者が争わない場合であって，中労委が
救済方法の拡張を求める組合の再審査申し立てにつき，不当労働行為不成立の
判断に至った場合の当事者の利益状況はどうであろうか。この場合にも，初審
の救済命令を取り消すことは組合には期待に大きく反する不利益を与えること
となる。そして，使用者が初審の救済命令に従う態度をとったのであるから，
それにも拘わらず救済命令を取り消すことは，使用者の求めない利益を使用者
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に与えることとなると考えられる。したがって，この場合についても，中労委
としては，初審救済命令の取消し・組合の救済申立て棄却を行わず，組合の再
審査申立てを棄却するのにとどめることが，当事者の利害状況に照らした妥当
な処理ということとなろう。
　ただし，もしも再審査における不当労働行為の成否の判断が，私的自治とは
別個の公益的な問題であるとすれば，当事者の希望や利害状況の如何に関わら
ず，中労委は不当労働行為不成立との判断に忠実に初審救済命令を取り消して，
初審判断の誤りを正すべきこととなる。たしかに，労働組合法が不当労働行為
を禁止したのは，近代的労使関係の強行的ルールを樹立しようする公共政策に
よるものと考えられるので，不当労働行為か否かの問題については公益的な性
格も認められよう（25＞。不当労働行為の再審査について中労委の職権による再
審査の可能性を規定していること（労組法25条2項）は，その証しともみる
ことができる。しかしながら，他方で，労働組合法が設定したのは労使関係の
大枠的な基本ルールであって，同法はその大枠の中での労使の自治を認め，促
進しようともしている。そして，不当労働行為の審査についても，初審・再審
査を通じて和解の可能性を認め，その促進を図ろうとしている。しかも，実際
の労使関係の制度や運用においては労使自治が進展しており，また不当労働行
為の審査については和解が重視され，職権による再審査は長年の間発動されな
い運用となっている。このような労働組合法のルールの性格および労使関係と
再審査の実際の状況にかんがみれば，初審の救済命令につき使用者はこれに従
うこととし，組合のみ救済方法の適否を争って再審査を申し立てたケースにお
いて，両当事者の希望や利害状況を考慮しないまま，不当労働行為判断の公益
的性格を強調して，初審命令を取り消し，救済申し立てを棄却することは，適
切な処理とは思われない。
終わりに
以上，不当労働行為事件の再審査における不利益変更禁止原則について，最
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近，実務で生じた問題事例とその処理の内容を紹介してその具体的様相を明ら
かにしたうえ，民事訴訟法の不利益変更禁止原則と対比させつつ，不当労働行
為の行政救済の特殊性を踏まえた独自の検討を試みた。私としては，本稿は，
労働法解釈についてこれまで採ってきた「労働法学の普遍性と専門性」という
方法論㈲を不当労働行為の行政救済手続に関する法解釈問題に及ぼそうとし
た，ささやかな試みと考えている。
　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）　「全国的に重要な事件」は中労委の優先管轄となっているが（労組法25条1項），
　　中労委が全国重要事件と認めて初審としての管轄権を行使した例は，最近30年
　　間存しない。
（2）　ここでは初審手続を念頭に置いて解説しているが，再審査を行う中労委では
　　15人の公益委員を3部会に分ける部会制がとられており，合議は原則として部
　　会で行われている（労組法24条の2第1項）。
（3）　再審査の申し立てを受けた中労委は，初審の救済命令について履行しない使用
　　者の弁明を聴いたうえで，その全部または一部の履行を勧告することができる
　　（労委則51条の2）。
（4）　中労委は，再審査の申立てがあったときは，初審の都道府県労委に当該事件の
　　記録の提出を求めることができると規定されており（労委則53条），実際にも同
　　規定によって初審記録の送付を受けている。
（5）　菅野和夫『労働法第8版』（弘文堂，2008年）714頁。
（6）　宮里邦雄『労働委員会』（労働教育センター，1990年）74頁。
（7）塚本重頼『労働委員会』（日本労働協会，1977年）125頁，菅野・前掲『労働
　　法第8版』712頁。
（8）　この解釈は，後述の藤田運輸事件・東京高判平15・4・23判例時報1830号
　　146頁において支持されている。
（9）ただし，再審査申立てをしていることを理由とする取消しの訴えの却下は口頭
　　弁論終結時を判断の基準時としてなされるので，そのときまでに再審査申立てを
　　取り下げれば取消の訴えは適法となる。
（10）稀に，命令の主文には不服がないが理由づけに異論がある当事者の場合に，行
　　政事件訴訟法22条1項の訴訟参加がなされる。
（11）藤田運輸再審査事件・中労委決平13・12・5別冊中央労働時報1269号81頁。
（12）前渇の藤田運輸事件・東京高判平15・4・23判例時報1830号146頁。
（13）　中労委決・平20・7・2不当労働行為重要命令・判例集2009年2月号（別冊中
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　　央労働時報1365号）掲載予定。
（14）　福岡県労委決・平19・1・24別冊中央労働委時報1354号96頁。
（15）『中労委の再審査では，初審命令後に当事者が消滅する等初審命令後の事情から，
　　労働組合ないし労働者の救済申立てが不適法となる場合には，初審命令を取り消
　　し，救済申立てを却下している。本件のように，当該命令が救済命令であって既
　　に使用者が同命令を履行しているという場合にも，再審査手続は初審命令後の事
　　情をも含め審理し，その処分時における事情を基礎に判断を行うものであること
　　から，中労委は上記と同様に取り扱うこととした。
（16）　命令では，A社とB社との関係，　A社に対する労務指揮，賃金等の労働条件
　　についての関与の有無・程度，同社の本件委託業務に関わる下請企業への影響力
　　等について検討のうえ，A社は，　B社の解散による分会員らの解雇および分会員
　　らの雇用を業務承継会社において確保しなかったことについて，分会員らの労組
　　法7条の使用者には当たらないのみならず，B社の解散に伴う同社の従業員の雇
　　用確保に関する団体交渉についても使用者性がないと判断した。
（17）A社による取り消しの訴えについては，福岡地裁は，A社はX労組員の雇用
　　確保等について団交に応じるべき使用者の立場にはない，と判断し，陳謝文交付
　　命令を取り消す判決を出していた（福岡地判平19・12・12判例集未登載）。X
　　組合は，この判断を争って福岡高裁に控訴を提起中であった。
（18）伊藤眞『民事訴訟法第3版3訂版』（有斐閣，2008年）662頁以下，新堂幸司
　　『新民事訴訟法第4版』（弘文堂，2008年）856頁以下，『注釈民事訴訟法（8）上訴』
　　（有斐閣，1998年）165頁以下〔宇野聡〕，高橋宏志『重点講義民事訴訟法下補
　　訂版』（有斐閣，2006年）485頁以下，山本和彦「民事訴訟法の基本問題』（判例
　　タイムズ社，2002年）215頁以下，宇野聡「不利益変更禁止原則の機能と限界
　　（二・完）」民商法雑誌103巻4号（1991年）580頁以下を参照した。これらの文
　　献は，慶応大学法科大学院春日偉知郎教授のご教示による。
（19）　「本質説」と「政策説」の対比は，山本・前掲書（前注）215－216頁の整理で
　　ある。
（20）　「本質説」と「政策説」の対比に引き続いて同書216頁，226頁以下で展開さ
　　れている山本教授の見解である。
（21）　山本・前掲書224－225頁。
（22）　前掲の『注釈民事訴訟法（8）上訴』167－168頁。
（23）　不当労働行為再審査については，民事訴訟の控訴審における附帯控訴のような
　　制度はないなど，控訴審における不利益変更禁止原則に関する学説が全面的に参
　　考になるわけではない。
（24）福岡大和倉庫・日本ミルクコミュニティ事件におけるB社に対する文書交付
　　命令についても，同命令を出させた確認書違反の団交打ち切りの不当労働行為性
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　　も争点として掲げられた。従って，B社の破産廃止決定の確定によるB社の当
　　事者としての消滅が生じなかったのであれば，この点についての実体判断がなさ
　　れたはずである。
（25）不当労働行為を行政救済方式によって禁止する米国の全国労働関係法（Na－
　』tional　Labor　Relations　Law）のもとでは，不当労働行為の成否と救済は公共
　　政策（Public　Policy）の問題と考えられている。
（26）　菅野・前掲『労働法第8版』11－14頁。
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